
 
 
 
 
 
 
 
 
  東日本大震災に起因して発生した、福島第一原子力発電所事故に伴う放射性物質の拡散は、

環境汚染や健康不安、さらには農林畜産物や観光等に対する風評被害など、市民生活の様々な

面に影響を及ぼしています。 

そのような状況の中、市民の不安解消と風評被害などを払拭することが栗原市の重要課題で

あり、市が放射能被害に対して“今できること”を積極的に実践し、市民生活の安全・安心を

取り戻すため、「放射性物質による不安を解消し、安心して暮らせるまち」を、第２次総合計画

期間における放射能対策プロジェクトとして位置付けるものです。 

 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

重点① 放射能対策プロジェクト 

放射能対策プロジェクトとは 

放射性物質による不安を解消し、安心して暮らせるまち 

福島第一原子力発電所からの放射性物質拡散による汚染被害

への対策に努め、安全・安心な暮らしを守ります。 

目標 

 

◎ 測定監視と迅速な情報公開 

市独自に市内の複数箇所での大気中の放射線量測定をはじめ、子育て施設や教育施設

の園庭や校庭での測定を継続するほか、学校給食の食材や水道水、農林畜産物、上下

水道汚泥中の放射性物質の測定も継続実施し、監視体制を維持します。また、測定結

果はすべてホームページで公開し、安全・安心な子育て・教育環境の提供と、市民の不

安解消に努めます。 

◎ 安全・安心な農作物の生産対策 

農作物の放射性物質吸収抑制対策などを実施し、農家等が安心して生産に取り組める

体制を支援します。 

◎ 保管牧草等対策 

汚染牧草の堆肥化実験結果を踏まえた、保管牧草の処理を進め、保管の長期化を心配

する農家等の不安解消を図ります。 

◎ 農産物等の風評被害の払拭 

関係機関と連携したイベント等を開催し、栗原産農林畜産物等の安全・安心を全国に

ＰＲして風評被害の払拭と消費拡大を図ります。 

◎ 迅速な測定体制の確立による出荷制限の早期解除 

放射能汚染により食の安全・安心が求められていることから、栗原産の林産物等につ

いて、出荷制限解除に向けた取り組みを実施します。 

 

具体的な取り組み 

85

１ 

序　
　

論

２ 

基
本
構
想

３ 

基
本
計
画

将
来
像 

Ⅰ

将
来
像 

Ⅱ

将
来
像 

Ⅲ

将
来
像 

Ⅳ

将
来
像 

Ⅴ

重　
　

点

資  

料  

編

85



 
 
 

 

86

 

 

 

 

 

 

＜基本的方向＞ 

栗原市の人口移動の状況は、高校卒業に伴う進学や就職による転出者が多く、加えて大学等の進学

先を修了した後、地元に戻りたい意向があったとしても、働く場が不十分であるために本市に戻りか

ねていると考えられます。 

若者が住み続けたいと思えるような地域を実現するためには、地域の稼ぐ力を高め、やりがいを感

じることのできる魅力的なしごと・雇用機会を十分に創出し、誰もが安心して働けるようにすること

が重要です。 

よって、市内の産業が活力を持ち市民が地域で働く場を確保するため、本市の基幹産業である農業

の振興、豊かな地域資源を活用した観光業の充実、交通網や地の利を活かした自動車産業をはじめと

する企業の誘致等、栗原市の特色や利点を活用し、地域産業の経営基盤強化と新たな雇用創出、産業

の活性化、創業意欲の向上を図るとともに、担い手不足の解消に向けた人材確保のための支援を行い

ます。 

また、栗駒山、伊豆沼・内沼などの豊かな自然資源、栗駒山麓ジオパークのジオサイトといった観

光資源の活用や、個人が地方のくらしを体験する取り組みを進めるため、農泊、農山村体験を進める

ほか、イベント開催等を通じた交流人口の拡大を図るとともに、訪れたい、住み続けたいと思えるよ

うな魅力的な地域をつくります。 

 

＜数値目標＞【再掲】 

成果指標 現状値（計画策定時） 目標値（令和８年度） 

観光ポータルサイトの閲覧数 467,078アクセス／年 510,000アクセス／年 

新規学卒者の市内就職率 52.4％ 55.0％ 

新たな誘致企業件数 ― ５社／5年 

新規就農者数 28人／4年 35人／5年 

創業・起業件数 37件／4年 50件／5年 

 

＜主な取組み＞ 

 ①豊かな地域資源や観光資源を活用した、農泊、農山村体験などの魅力的なコンテンツを造成し、

「関係人口（＊注）」の拡大を図ります。 

＊注）「関係人口」…特定の地域に多様な形で関わる人々 

 ②豊かな地域資源を活用し、収益力を意識したコンテンツ造成を行い、観光・物産等関連産業の活

性化を図ります。 

③栗原ブランドの確立に向けた取り組みを支援します。 

 ④農林業の新規就業や後継者育成を支援し、持続可能な農林業を目指します。 

 ⑤創業・起業を活発化し新たな仕事を創出します。 

 ⑥企業誘致の促進や地元企業への持続的な経営支援により雇用の拡大を図ります。 

 ⑦栗原の魅力の戦略的なＰＲにより認知度を向上させ、交流人口拡大を図ります。 

 ⑧ＡＩやＩоＴなどの先進的技術を活用し、地域産業の発展を促進します。 

 ⑨女性や高齢者など誰もが働きやすい環境づくりを支援します。 

地域の特性を生かした産業や交流が盛んで、充実した仕事が 

できる魅力的なまちを創る 
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＜基本的方向＞ 
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先を修了した後、地元に戻りたい意向があったとしても、働く場が不十分であるために本市に戻りか
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の振興、豊かな地域資源を活用した観光業の充実、交通網や地の利を活かした自動車産業をはじめと

する企業の誘致等、栗原市の特色や利点を活用し、地域産業の経営基盤強化と新たな雇用創出、産業

の活性化、創業意欲の向上を図るとともに、担い手不足の解消に向けた人材確保のための支援を行い

ます。 

また、栗駒山、伊豆沼・内沼などの豊かな自然資源、栗駒山麓ジオパークのジオサイトといった観

光資源の活用や、個人が地方のくらしを体験する取り組みを進めるため、農泊、農山村体験を進める

ほか、イベント開催等を通じた交流人口の拡大を図るとともに、訪れたい、住み続けたいと思えるよ

うな魅力的な地域をつくります。 

 

＜数値目標＞【再掲】 

成果指標 現状値（計画策定時） 目標値（令和８年度） 

観光ポータルサイトの閲覧数 467,078アクセス／年 510,000アクセス／年 

新規学卒者の市内就職率 52.4％ 55.0％ 

新たな誘致企業件数 ― ５社／5年 

新規就農者数 28人／4年 35人／5年 

創業・起業件数 37件／4年 50件／5年 

 

＜主な取組み＞ 

 ①豊かな地域資源や観光資源を活用した、農泊、農山村体験などの魅力的なコンテンツを造成し、

「関係人口（＊注）」の拡大を図ります。 

＊注）「関係人口」…特定の地域に多様な形で関わる人々 

 ②豊かな地域資源を活用し、収益力を意識したコンテンツ造成を行い、観光・物産等関連産業の活

性化を図ります。 

③栗原ブランドの確立に向けた取り組みを支援します。 

 ④農林業の新規就業や後継者育成を支援し、持続可能な農林業を目指します。 

 ⑤創業・起業を活発化し新たな仕事を創出します。 

 ⑥企業誘致の促進や地元企業への持続的な経営支援により雇用の拡大を図ります。 

 ⑦栗原の魅力の戦略的なＰＲにより認知度を向上させ、交流人口拡大を図ります。 

 ⑧ＡＩやＩоＴなどの先進的技術を活用し、地域産業の発展を促進します。 

 ⑨女性や高齢者など誰もが働きやすい環境づくりを支援します。 

地域の特性を生かした産業や交流が盛んで、充実した仕事が 

できる魅力的なまちを創る 
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＜基本的方向＞ 

栗原市の人口動態を見ると転出超過が続いており、人口減少問題に取り組んでいくうえで社会減を

食い止める対策が必要不可欠です。そのため、市民が暮らしたいと思う魅力ある環境を整えるととも

に、幼少期から郷土への愛着を醸成していくなど、地元の魅力を高めて転出抑制に繋げていくことを

目指します。 

 また、新たな暮らしのスタイルに対応した地方移住への関心の高まりを踏まえ、生活環境の整備と

雇用創出、移住支援制度の充実により、移住・定住と企業におけるテレワークを促進し、本市への新

しいひとの流れを創出します。 

 さらに、本市への関心や関わりを築くことが、地域の担い手確保や将来的な移住を決めるきっかけ

等につながることから、「関係人口」の創出・拡大に取り組みます。加えて、企業や個人からの寄附等

により、地方創生に関する取り組みへの積極的な関与を促すなど、本市への資金の流れの創出・拡大

を図ります。 

 

＜数値目標＞【再掲】 

成果指標 現状値（計画策定時） 目標値（令和８年度） 

転出者数と転入者数の差 364人／年 200人以下／年 

支援制度を活用して定住したＩＪ

ターン世帯数 
93世帯／4年 150世帯／5年 

 

＜主な取組み＞ 

 ①恵まれた自然に包まれた豊かに暮らせる住環境を整備します。 

 ②同居や近居を進め、世代間で協力して暮らせる環境を推進します。 

 ③民間等が保有する資産を活用した移住を促進します。 

 ④郷土愛にあふれた子どもを育み、住み続けたい気持ちを醸成します。 

 ⑤市外からの移住促進と情報発信に取り組みます。 

 ⑥企業におけるテレワークやワーケーションを支援し、地方への新しいひとの流れを創出します。 

  

若者の首都圏及び仙台圏への人口流出を抑制するとともに、 

移住したくなるまちを創る 

基本目標２  

 

 

 

 

＜基本的方向＞ 

 人口の自然減を食い止めるためには、出生数を増やすことが不可欠です。しかし、近年では、未婚

化・晩婚化の進行等により出生数が減少しており、その原因として、結婚・出産・子育てに対する経

済的負担感や子育てと仕事の両立のしにくさなどの様々な要因が複雑に絡み合っていると考えられ

ます。 

よって、結婚、妊娠・出産、子育ての各段階に応じて、切れ目のない支援を行い、若い世代が安心 

して子どもを産み育てられるよう社会全体で子育て世代を支える環境づくりを推進し、出生数の増加

を図ります。 

 また、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現を図り、多様な働き方の普及などを

通じて、仕事と家庭が両立できる働き方を目指し、子育て環境を改善する取り組みを推進します。 

 さらに、幼児期から義務教育終了までの切れ目ない教育環境を整備し、グローバル社会や情報化社

会で活躍する人材を育てるとともに、子どもたちに郷土愛を醸成する教育を実施し、ふるさとに対す

る愛着や誇りを育みます。 

 

＜数値目標＞【再掲】 

成果指標 現状値（計画策定時） 目標値（令和８年度） 

婚姻率 2.56 2.94 

合計特殊出生率 1.48 1.70 

４月１日現在の保育所入所待機児童数 5人 0人 

 

＜主な取組み＞ 

①若者の出会いと経済的安定を支援します。 

 ②安心して出産できる環境を整備します。 

 ③安心して子育てができる環境を整備します。 

 ④知性と創造性に富み、心豊かでたくましい子どもを育成します。 

  

結婚・出産・子育ての希望をかなえるまちを創る 
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＜基本的方向＞ 

栗原市の人口動態を見ると転出超過が続いており、人口減少問題に取り組んでいくうえで社会減を

食い止める対策が必要不可欠です。そのため、市民が暮らしたいと思う魅力ある環境を整えるととも

に、幼少期から郷土への愛着を醸成していくなど、地元の魅力を高めて転出抑制に繋げていくことを

目指します。 

 また、新たな暮らしのスタイルに対応した地方移住への関心の高まりを踏まえ、生活環境の整備と

雇用創出、移住支援制度の充実により、移住・定住と企業におけるテレワークを促進し、本市への新

しいひとの流れを創出します。 
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会で活躍する人材を育てるとともに、子どもたちに郷土愛を醸成する教育を実施し、ふるさとに対す

る愛着や誇りを育みます。 
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＜基本的方向＞ 

 住み続けたいと思えるような地域をつくり、人口減少及び少子高齢化に対応するため、市民が互い

に支え合う地域づくりを目指すとともに、市民の誰もが生きがいを持ち、住み慣れた地域で安心して

暮らせるよう地域全体で支える体制づくりが求められています。 

 よって、各地区のコミュニティが自主的に課題解決に取り組み、解決していくための適切な支援を

行い、行政主導ではなく、地域や市民活動団体、企業・法人、教育機関等と行政が協働して行う、そ

れぞれの地域の特色を生かした活力のある地域形成を目指します。 

 また、地域経済の活性化のためには、人々が安心して健やかに暮らせるまちづくりが必要であるこ

とから、地域の医療・福祉サービスの確保、スポーツ推進や健康増進、防災・減災及び交通安全の推

進を図ります。 

 さらに、脱炭素社会の実現や非常時のエネルギー確保の観点から、再生可能エネルギーをはじめと

した地域のエネルギー資源の活用を推進します。 

 

＜数値目標＞【再掲】 

成果指標 現状値（計画策定時） 目標値（令和８年度） 

「コミュニティ推進協議会」の設立件数 19件 29件 

スポーツイベントの参加者数 30,893人／年 34,000人／年 

防災指導員が複数いる自主防災組織率 66％ 100％ 

健康寿命 

（日常生活に制限のない期間） 

男性 79.72歳 

女性 84.24歳 

男性 81.00歳 

女性 84.50歳 

 

＜主な取組み＞ 

 ①コミュニティの活性化を図るとともに、地域の課題解決に向けた市民の主体的な取り組みを推進

します。 

 ②市民活動団体、企業・法人、教育機関、地域自治会等が持っているノウハウを活用した、協働の

まちづくりを推進します。 

 ③地域の医療・福祉サービス等の機能を確保します。 

 ④市民のスポーツ推進と健康増進を図ります。 

 ⑤市民が安心して暮らせるよう、地域防災力の向上と、交通安全・防犯対策の推進を図ります。 

 ⑥文化・芸術活動の振興を図ります。 

 ⑦地域公共交通サービスの確保・充実を図ります。 

 ⑧地域のエネルギー資源の活用を図ります。 

住民・企業・行政が協働でまちづくりを進め、安心して暮らす 

ことができるまちを創る 

基本目標４ 
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